（Ｈ25年3月）

· 平成25年4月1日から障害者の雇用義務が強化されます！
障害者の雇用に関しては、技術革新等による職場環境の改善が進むなどして、障害者が就業できる職場環境や職域が着実に広がりをみせています。その結果、その雇用率は平成10年に1.48％、平成20年1.59％、平成23年1.65％とほぼ着実に増加してきました。
そもそも障害者雇用率制度とは、「共生社会」実現の理念に基づき、障害者が地域社会の一員として自立した生活を送ることができるよう雇用の場を確保することを目的に、すべての事業主が一定の割合以上の障害者を雇用することを義務付けた制度で、法で定められた雇用率は下記のとおり推移してきました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　一般民間企業の法定雇用率
昭和52年4月～昭和63年3月　　　　　　　　1.5％
昭和63年4月～平成10年6月　　　　　　　　1.6％

平成10年7月～平成25年3月　　　　　　　　1.8％

平成25年4月～   　　　　　　　　　　　　　2.0％
今回の法定雇用率の改定により、1人以上障害者を雇用しなければならない企業の範囲も、従業員（雇用保険被保険者、ただし週30時間未満の短時間被保険者は0.5人でカウント）56人以上から50人以上に変わります。したがって、今まで対象でなかった50人以上56人未満の企業は特に注意が必要です。
（56人×1.8％＝1.008人　→　50人×2.0％＝1.0人となり、雇用義務が発生するため）
障害者雇用率は、法律で少なくとも5年毎に見直すことになっていますが、その基準は、現在失業して仕事を探している人を含めた国全体の労働者数に対する身体または知的障害者の労働者数（現在仕事を探している人を含む）の割合を推計して決定されています。つまり、国全体で2.0％の身体または知的障害者の労働者が存在し、50人以上規模の企業がすべて2.0％の障害者雇用を達成したときには、ほぼ全員の障害者が雇用される計算になるということです。

しかし、現実にはどうしても法定雇用率を達成できない企業が出てきます。その場合、従業員200人を超える企業は不足する1人につき月額5万円（企業規模により特例措置として4万円）を国に納付しなければなりません。平成27年4月からは従業員100人を超える企業にその対象が拡大されることが、平成20年の法改正で既に決定されています。さらに、雇用率の低い企業（不足数10人以上、500人以上規模の企業）については、法律に基づいて障害者の雇入れ計画作成命令（2年計画）などで厳しく行政指導を受けることになります。
一方、2.0％を上回る雇用率を達成した企業には、超過する人数1人につき27,000円の調整金（従業員200人を超える企業が対象）、同様に超過する人数1人につき21,000円の報奨金（従業員200人以下の企業が対象）が支給されます。これは、障害者雇用には作業施設・設備の改善や職場環境の整備などで経済的負担が常に伴うことから、それらの負担を軽減し、企業間の負担の公平化を図ることを目的としています。
一口に障害者雇用といっても障害の部位や程度によって多種多様ですが、これからの時代は企業の社会的責任の一つとして、障害者雇用を含めた多様な働き方の場の提供が求められているといえます。　（工藤克己）
